別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：地方改善費
	事業名: 岐阜県地方改善促進審議会委員報酬・運営費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　環境生活部　人権施策推進課　同和施策担当　電話番号：058-272-1111（内2442）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11227@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：615千円（前年度予算額：615千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　・　岐阜県地方改善促進審議会設置条例（昭和３７年３月３０日）に基づき、知事の諮問に応じ、地方改善の促進に関する重要事項を調査審議する。

· 委員 ２５名　
（現員19名：内訳  学識経験者10人、関係市町長7人、地方改善関係者2人）
・　委員の任期  ２年
	　２　所要経費


・報酬　 　525千円

・旅費　　　80千円
・会議費　　10千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　２　多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる

· 人権教育、啓発に総合的に取り組む
	２　これまでの取組状況


· 知事の諮問に応じ、地方改善の促進に関する重要事項を調査審議するため、昭和３７年に「岐阜県地方改善促進審議会」を条例により設置した。

· 　平成１３年３月、知事から「岐阜県における同和対策事業について」により諮問、同１２月に答申があり、現在はこの答申を基本とした同和施策を推進している。
	３　これまでの取組に対する評価


· 　地方改善については、生活環境等の整備が進んだことにより、いわゆる実態的差別は、一部に課題は残すもののほぼ完了した。

· 　しかし、「人権に関する県民意識調査」に見られるように、結婚問題、就職問題における差別事象など、人の心のうちに潜む心理的差別の問題は、いまだに存在し、その解消が課題となっている。

	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）

	

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	615
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	615

	要求額
	615
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	615

	1月20日時点査定額
	615
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	615
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